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知的財産立国の実現に向けた特許庁の取組
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各経済産業局等の特許室、情報館地方閲覧室、知的所有権センターの設置状況 

地域における支援体制 

特許庁 
四国経済産業局 
高松閲覧室 
ＩＰセンター（４） 

中国経済産業局 
広島閲覧室 
ＩＰセンター（５） 
ＩＰセンター支部（２） 

九州経済産業局 
福岡閲覧室 
ＩＰセンター（７） 
ＩＰセンター支部（１） 

沖縄総合事務局 
那覇閲覧室 
ＩＰセンター（１） 

経済産業省／特許庁 

NCIPI　地方閲覧室 
＜8か所＞ 

JIII　都道府県支部 
＜47か所＞ 

地方自治体 

知的所有権センター 
＜58か所＞ 

経済産業局・ 
沖縄総合事務局 

 
特許室 
＜9か所＞ 

近畿経済産業局 
大阪閲覧室 
ＩＰセンター（７） 
ＩＰセンター支部（１） 

中部経済産業局 
名古屋閲覧室 
ＩＰセンター（５） 

関東経済産業局 
ＩＰセンター（１２） 
ＩＰセンター支部（６） 

東北経済産業局 
仙台閲覧室 
ＩＰセンター（６） 

北海道経済産業局 
札幌閲覧室 
ＩＰセンター（１） 

（注）ＩＰセンター：知的所有権センター 

(独)工業所有権 
総合情報館（NCIPI） 

(社)発明協会（JIII） 

［特許室］ 
①産業財産権に関する総合的な支援 
②特許流通促進施策（特許流通フェアの実施等） 
③知的財産権制度普及事業 
④「発明の日」記念事業の実施 
⑤特許情報の提供事業 
⑥地方面接審査及び審理支援 
⑦産業技術力強化法に基づく特許料等減免に伴う 
　確認行為 

［（独）工業所有権総合情報館地方閲覧室］ 
①専用回線による特許電子図書館（IPDL）の閲覧 
②CD-ROM公報の閲覧 
③調査員による公報の調査方法や端末の操作方法 
　に関する指導・相談 

［（社）発明協会都道府県支部（出願適正化事業）］ 
①講習指導事業 
②相談指導事業 
③電子出願支援事業 
④電子出願・電子情報モデルルーム 
⑤先行技術調査 
 

［知的所有権センター］ 
①基幹事業（すべてのセンターで実施） 
　・公報閲覧事業 
　・特許情報検索に関する支援・相談事業 
　・産業財産権情報及び関連情報提供事業 
②特定事業（特定センターのみで実施） 
　・特許流通支援事業 
　・特許電子図書館情報有効活用事業 

地域社会への支援体制
地域における産業財産権の情報提供や活用等、地域ニーズに合わせた支援を行うため、各経済産

業局等に特許室を設置しているほか、情報館地方閲覧室、各都道府県の知的所有権センター等を通

じて総合的な支援体制を整備している。


